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背景と⽬的
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第1段階
（2015年4⽉〜）

第2段階
（2016年4⽉〜）

第3段階
（2020年4⽉予定）

電⼒広域的運営推進機関
（広域機関）の創設 ⼩売全⾯⾃由化 送配電部⾨の法的分離

電⼒システム改⾰の⼯程表

電⼒システム改⾰貫徹のための政策⼩委員会（2016年9⽉〜）
新市場の創設等を議論

本報告では、電⼒システム改⾰に伴い創設される新市場を含めた電⼒市場の全体像を
踏まえた上で、特に設備形成（⼗分な供給⼒の確保、⼀定の⾮化⽯電源⽐率となる
エネルギーミックスの達成など）を踏まえた当⾯の課題を海外事例を交えて論じる

連系線利⽤ルールの⾒直し（間接オークション）
ベースロード市場
需給調整市場

容量市場
⾮化⽯価値取引市場

卸電⼒市場
（卸電⼒取引所）

⼩売電⼒市場

既存の市場 新市場



電⼒システム改⾰と電⼒市場
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発電

送電

配電

⼩売

発電
事業者
発電

事業者

送配電
事業者

発電

⼩売

発電

⼩売

電⼒システム改⾰後従来の事業体制

地域独占・
料⾦規制の

継続

政
府

（各地域の）
⼀般電気事業者

需要家

法的
分離

発電
事業者
発電

事業者
発電

事業者
発電

事業者

卸電⼒市場

⼩売電⼒市場

⼩売電気
事業者

⼩売電気
事業者

⼩売電気
事業者

⼩売電気
事業者

⼩売電気
事業者

⼩売電気
事業者

(旧)⼀般電気事業者

※ただし、現在は経過措置
期間中で規制料⾦も継続

需要家 需要家 需要家 需要家

〔届出制〕

〔許可制〕

〔登録制〕

新電⼒、卸電気事業者、卸供給事業者

発電・⼩売事業の
地域独占は終了、
総括原価⽅式による
料⾦設定から
競争下の⾃由料⾦へ

【第3段階】
法的分離による
送配電部⾨の
中⽴化(2020年)

供給義務・地域独占
総括原価⽅式による
料⾦規制

【第2段階】⼩売全⾯⾃由化による需要家の選択肢拡⼤(2016年)

【第1段階】
電⼒広域的運営推進
機関の設⽴(2015年)

電⼒・ガス
取引監視等

委員会



市場メカニズムの活⽤による政策⽬標の達成
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競争の促進による
経済効率性（E）の向上

短期および中⻑期の
安定供給（E）の確保

環境適合（E）の
エネルギーミックスの達成

経済性 ◎ ○ ○

安定供給 △ ○ ○

環境適合 △ △ ○

卸電⼒市場
⼩売電⼒市場
＋ベースロード市場
＋連系線利⽤ルールの⾒直し

＋需給調整市場
＋容量市場

＋⾮化⽯価値取引市場

達成すべき
政策⽬標

既存の市場
＋創設される

新市場



新市場に期待される役割と現在の導⼊・検討状況
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連系線利⽤
ルールの⾒直し

[間接オークション]

ベースロード市場
（⾮対称規制） 容量市場 ⾮化⽯価値

取引市場

kWh/h

PE

広域的な
競争の促進

＋送電容量の有効活⽤

kWh/h

旧⼀般電気事業者

新・旧間の競争⼒の
格差解消

kW

PE PK

⼗分な供給⼒の
効率的確保

PZ

⾮化⽯電源のkWh

エネルギーミックスの
効率的達成

供出義務 適正な中⻑期の
予備率を反映

排出削減のための
⾮化⽯⽐率を反映

エリアA エリアB

kWh価値の取引 kW・ΔkW価値の取引 ⾮化⽯価値の取引

新電⼒

需給調整市場

⼗分な調整⼒の
効率的確保

ΔkW

PΔ

適正な短期の
予備率を反映送電制約

導⼊および検討の状況
2018年10⽉より
間接オークション
開始、2019年4
⽉より間接送電
権の取引開始

2019年7⽉より
取引開始予定

詳細設計検討中。
2020年度以降、
商品ごとに順次取
引開始予定

詳細設計の検討は
終盤。2020年度に
オークション開始予
定。

FIT電源は2018年度に
オークション開始。⾮
FIT電源は2020年度に
オークション開始予定
で詳細設計は終盤。



個別の市場と電⼒供給との関係
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広域メリットオーダーによる効率化
【連系線利⽤ルールの⾒直し】

kW

供給⼒の確保
【容量市場】

⾮化⽯電源⽐率の確保
【⾮化⽯価値取引市場】

イコールフッティングによる競争促進
【ベースロード市場】

調整⼒の確保
【需給調整市場】

旧⼀般電気事業者
→新電⼒

ΔkW



（⾮対称規制を伴う）
ベースロード市場

⾮対称規制として、旧⼀般電気事業者にのみ供出義務が課されると
ともに、⼊札価格に上限がある（⇒⼀定期間後には撤廃すべき）

連系線利⽤ルールの⾒直し
[間接オークション]

間接オークションで配分(供給)される連系線の総容量は、規制下の送
配電事業者の意思決定による（→送配電事業には⾃然独占性が残
るため市場に委ねるのは適当でない）

需給調整市場
需給調整市場で取引される調整⼒に対する需要は、信頼度基準と
いった技術的な観点から決まる（→規制下の系統運⽤者が最終的な
需給調整の責任を負い、市場で信頼度を決めるのは困難）

容量市場 容量市場で取引される供給⼒に対する需要は、信頼度基準といった
技術的な観点から決まる

⾮化⽯価値取引市場 ⾮化⽯価値証書の需給は、政府の⾮化⽯電源⽐率の⽬標によって
左右される

新市場に内在する規制的・政策的要素
 公益的課題の解決のための市場の設計には規制や政府の関与が不可⽋となる

 現実に規制や政府が全く関与しない市場もほとんどなく、それ⾃体が電⼒に特有というわけではない
 むしろ技術的特性を考えると軽視できない規制もある
 他⽅で、それが市場への（不適切な）介⼊となるリスクを考慮する必要がある
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（⾮対称規制を伴う）
ベースロード市場

⾃由な取引が⾏われるベースロードの先渡し市場は今後も必要と考
えられるが、⾮対称規制の側⾯（旧⼀般電気事業者にのみ課され
る供出義務）はいずれ撤廃されるべき

連系線利⽤ルールの⾒直し
[間接オークション] 標準的な市場として、今後も必要と考えられる

需給調整市場
（＋インバランス料⾦制度） 標準的な市場として、今後も必要と考えられる

容量市場 必要性について意⾒が分かれる市場で、代替案（戦略的予備⼒、
信頼度オプションなど各種容量メカニズム）も存在し、注視が必要

⾮化⽯価値取引市場 ⾮化⽯価値を取引する市場は海外に例がなく、環境価値に関連す
る⽀援制度がある中で、抜本的な⾒直しも視野に再検討が必要

最終形とは限らない「5市場」
 電⼒システム改⾰で創設される5市場は、海外の経験を踏まえると、必ずしもすべてが必要不

可⽋な市場とはいえない
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電⼒市場の全体像の変遷
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発電

送電

配電

⼩売

卸電⼒市場
前⽇、当⽇、先渡し

⼩売電⼒市場

卸電⼒市場
前⽇、当⽇、先渡し、先物

⼩売電⼒市場

⾮化⽯価値
取引市場

容量市場

調整⼒公募 需給調整市場

間接オークション
間接送電権

（⾮対称規制を伴う）
ベースロード市場

卸電⼒市場

前⽇、当⽇、
間接オークション（越境取引）、
先渡し（ベースロード、ピーク）、

先物など電⼒デリバティブ、
⾦融的送電権

需給調整市場

⼩売電⼒市場

⾃由化前 ⾃由化後 新市場創設後 【参考】欧州の電⼒市場

容量メカニズム※

排出権取引

※有無も含め、国によって異なる



【参考】欧州の卸電⼒市場と需給調整市場
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先渡し・先物取引
[ベース・ピークなど]

（数年先〜前⽇）

ゲート
クローズ 実需給

インバランス
精算需給調整市場（メカニズム）

市場参加者間の取引

系統運⽤者による運⽤

前⽇市場 当⽇市場

間接
オークション

⾦融的送電権
（1か⽉〜1年先）

容量メカニズム（戦略的予備⼒、容量市場、信頼度オプション）※

FIT／FIP、排出権取引市場など

kW価値

環境価値



【参考】欧州における容量メカニズム
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出所︓ACER/CEER (2018)

戦略的
予備⼒

戦略的予備⼒

戦略的予備⼒

戦略的予備⼒

戦略的予備⼒
→容量市場

容量⽀払

戦略的予備⼒

容量市場

容量⽀払
信頼度オプション検討

分散型
容量市場

容量
⽀払い

容量⽀払
→容量市場

容量⽀払
→信頼度
オプション

電源⼊札

ネットワークリザーブ

フィンランド

スウェーデン

ラトビア

リトアニア

ドイツ

ポーランド

ベルギー

ギリシャ

ブルガリア

イギリス

アイルランド

フランス

スペイン

ポルトガル

イタリア

容メカなし 容メカ検討中 容メカ導⼊済み



【参考】北⽶における容量市場
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Forward Capacity 
Market (FCM)

容量市場に移⾏予定

Reliability Pricing 
Model (RPM)

Installed Capacity 
Market (ICAP)Voluntary Capacity 

Market (VCM)※1

Resource Adequacy  
(RA) Program※2

※2州が運営する既存電源対象の分散型容量市場

※1任意参加の容量市場

集中型容量市場

kWhを取引する市場はあるが
容量市場のない地域

規制州

図の出所︓ISO/RTO Council



新市場創設の意義と全体としての課題
 ⼀連の新市場創設には、市場メカニズムの活⽤により、競争を通じた効率化を進め、エネル

ギー政策の⽬標を達成するために需要家が負担するコストを最⼤限抑制するという狙いがある
 もちろん、抑制されたコストの⽔準は⽬標達成の難易度により異なる

 「電⼒を効率的に供給する価値」、「⼗分な調整⼒・供給⼒の確保に貢献する価値」、「⾮化
⽯電源⽐率の維持に貢献する価値」が、それぞれ対応する市場の価格に適切に反映され、そ
うした価格の下で市場参加者が合理的に⾏動した結果として、エネルギー政策の⽬標が達成
されるのが理想的

 そのためには、⼀連の市場が適切に設計される必要があるが、海外の経験も踏まえると、制度
設計で試⾏錯誤を繰り返すケースもあり、結果的に、追加的なコストが⽣じる可能性も
 結果的に、電⼒供給のコストが、市場メカニズムを活⽤する前よりも⾼くなることは否定できない
 海外の経験に学びつつ、技術⾰新も取り⼊れながら、⻑期的な視点に⽴ち、市場の設計を進化させていく

取り組みが必要
 特に公益的課題の解決に必要な市場の設計には、政府等、公的機関も深く関与するため、

価格に影響を与える介⼊が頻繁に⾏われ、市場メカニズム活⽤のメリットが失われる可能性も
 規制の役割や範囲を明確にすることを含めた適切な制度設計が⾏われる必要がある

 なお、具体的な課題や対応策は市場によって異なる
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制度設計とコストの関係
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①規制の下での
電⼒供給のコスト

④市場競争によって
最⼤限効率化した
電⼒供給のコスト

規制の下で実現してきた⼀定の予備率や
⾮化⽯⽐率の確保を前提に市場メカニズムを

活⽤した時の電⼒供給のコスト

③制度設計が
適切な場合

②制度設計が
適切でない場合



中⻑期的な設備形成を踏まえた潜在的な問題
 さらなる効率化を⽬指すことはリスクを伴うが、将来の市場価格の変動リスクは設備投資を抑

制あるいはその内容を変化させる可能性がある
 規制の時代と異なり、設備投資の規模が⼩さいものやリードタイムが短いものが選択される

 電源などの供給側の設備形成は、ネットワークの設備形成と密接不可分であり、規制部⾨で
あるネットワーク（託送）の料⾦制度が適切に設計されなければ、電⼒供給のトータルコスト
は上昇する可能性も

 仮に制度設計が適切に⾏われたとしても、設備形成を通じた電⼒供給の調整には時間がかか
り、政策⽬標を達成すべきタイミングには間に合わない可能性も

 期限の定められた政策⽬標の達成を重視するのであれば、当⾯の措置として、市場メカニズム
の活⽤以外の⼿段の検討も必要
 ⻑い⽬で⾒れば、それが費⽤の抑制につながるという視点が不可⽋

 市場が（⽬標達成の時期を含め）政府や規制当局が望む結果をもたらさない場合に、政策
⽀援等を通じて市場を歪めると、その歪みを是正するためには別の⽀援策が必要となり・・・と、
悪循環に陥る可能性がある
 市場と政策⽀援（規制）のバランスは不安定
 電⼒の⾃由化後に脱炭素化を進めようとしている諸外国が抱える共通の悩みでもある
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【参考】市場を介した政策⽀援の悪循環
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出所︓PJM (2016)

投資に対する⽀援

過剰投資

価格の下落

改⾰への抵抗



【参考】欧州における電気料⾦の問題

出所︓European Commission (2014) “Energy prices and costs in Europe”

発電と⼩売 送配電 公租公課

家庭⽤2012年

家庭⽤2008年

産業⽤2012年

産業⽤2008年

ユーロセント/kWh

18%
上昇 7.5%上昇 18.5%上昇 36.0%上昇

2008年と2012年の⼩売電気料⾦の変化

注︓産業⽤⼤⼝需要家などに適⽤される公租公課の減免措置は反映されていない
なお、卸電⼒価格は2008年から2012年にかけて35〜45%低下している

2019 17

30.0%上昇 127.0%上昇17%
上昇

3.0%下落



ベースロード市場の意義と課題
 ベースロード市場では、卸電⼒の調達における旧⼀電と新電⼒のイコールフッティングを図り、⼩

売市場における競争を促すもの
 旧⼀電のみに供出義務を課すという⾮対称規制
 ⼊札価格も平均費⽤を上限とする

 ⾮対称規制は、ベースロード電源への設備投資のインセンティブを損ない、中⻑期的な競争の
進展にとってもマイナスとなり、早期に撤廃するか、撤廃の時期や条件の明⽰が必要
 海外では、⾃由化初期に類似の制度が導⼊されていたが、現在までにほとんどが終了している
 供出量の設定において、イコールフッティング以上の措置とならないような配慮もなされているが、基本的には

新電⼒が全国で⼀定の市場シェアを獲得することを前提とした設定
 ⾃由化によって期待されているのは「効率的な」新規事業者の参⼊
 卸電⼒市場の流動性を⾼めることは重要
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容量市場の意義と課題
 容量市場では、卸電⼒市場のみでは⼗分な供給⼒が確保できないとの懸念を踏まえ、⼩売

電気事業者に⼀定の供給⼒確保義務を課した上で、オークションを通じて効率的に必要な供
給⼒の確保を⽬指すもの
 安定供給に必要な供給⼒確保の費⽤を⼩売事業者が公平に負担
 卸電⼒市場からの収⼊が減少しても、容量市場からの収⼊を得ることによって投資の予⾒性が確保できると

の期待
 しかし、海外の容量市場では、価格が新規電源の投資に必要な⽔準を⼤幅に下回る状況が

続いており、容量市場が市場として機能してkWを確保できるとしても、不確実性の下では、⼤
型の新設電源への投資が進みにくく（それが可能になるような状況がいつ訪れるかわからな
い）、電源構成にも影響を与えうる（服部, 2019）
 ⾼経年化電源は廃⽌を急がず、維持するのが合理的（供給余剰で価格は低下）

 既設電源の多くはゼロ円⼊札となりうる
 容量市場が存在しなければ参⼊していなかったかもしれない⼩規模ピーク電源やDRが参⼊（これも供給余

剰の⼀因に）
 供給余剰が要因で卸電⼒市場の価格が下がっているときは、容量市場の価格も下がる傾向となる（投資

の予⾒性確保に疑問）
 電⼒システム改⾰後の新規投資のあり⽅について考え⽅を整理しておく必要がある
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海外の容量市場の価格
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・新規電源の投資に必要な⽔準（Net 
CONE）を⼤きく下回る価格が続く
⇒⼤規模な新規投資は困難に

⽶国PJMにおけるスパークスプレッドと
容量価格の関係

・新規電源の投資に必要な⽔準（Net 
CONE）を⼤きく下回る価格が続く
・燃料費を控除した卸電⼒価格（先物）
が低下すれば、容量価格も低下する
⇒投資の予⾒性の確保は限定的

出所︓服部 (2019)
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⾮化⽯価値取引市場の意義と課題
 ⾮化⽯価値取引市場は、⼩売電気事業者に⾮化⽯電源⽐率44%での調達を義務付けた

上で、その過不⾜を取引し、⾮化⽯証書の価格を通じて、効率的な⾮化⽯⽐率の達成を⽬
指すもの
 ⾮化⽯電源が不⾜すれば、市場メカニズムにより、⾮化⽯証書の価格が上昇して、⾮化⽯電源への投資を

促すとの期待
 しかし、FITのような⼀部の⾮化⽯電源への⽀援制度を存続させたままで⾮化⽯価値取引市

場を運⽤しても、⾮化⽯価値の顕在化（価格の⼗分な上昇）を通じた⾮化⽯電源への投
資は起こりえず、市場として機能しない（朝野、2019）
 FIT⾮化⽯の売却益は賦課⾦軽減に充当されるため、⾮化⽯証書価格の⾼低はFIT電源の新設に影響を

与えない
 FITで得られる利益が⾮化⽯証書の売却益を上回ると考えられるため、⾮化⽯電源の新設を考える事業者

は、 FIT電源を選択する
 ⼩売電気事業者にとって⾮化⽯⽐率⽬標の未達のペナルティは重くない

 環境価値に関連する⽀援制度を整理し、すべて市場で取引されるようにするか、あるいは、市
場以外の⽅法による⾮化⽯価値の顕在化（ゼロ・エミッション・クレジットなど）を検討するか
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電⼒経済研究 新市場特集
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市場 論⽂タイトル

新市場の全体像と市場
メカニズムの活⽤について

総説「電⼒システム改⾰における新市場創設
の意義と課題－市場メカニズムの活⽤をめぐる
議論の展望－」（服部徹）

ベースロード市場
論⽂「ベースロード市場をめぐる独禁法上の課
題－不当廉売とプライス・スクイーズ規制の検
討－」（佐藤佳邦）

連系線利⽤ルールの⾒
直し

研究ノート「オプション型⾦融的送電権の価
格に関する予備的考察－欧州の取引データ
の観察－」（服部徹）

需給調整市場
論⽂「需給調整市場を考慮したわが国のイン
バランス料⾦制度の課題－ドイツのインバラン
ス料⾦の変遷から⾒た考察－」（古澤健）

容量市場
論⽂「容量市場の価格決定要因に関する考
察－わが国の制度設計と海外の経験からの
⽰唆－」（服部徹）

⾮化⽯価値取引市場
論⽂「⻑期エネルギー需給⾒通しの実現を⾒
据えた⾮化⽯価値取引市場の制度設計」
（朝野賢司）


